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主  要  目  次 

 

告   示 
 1015 道路の区域変更（道路管理課） 
 1016 道路の供用開始（道路管理課） 
公   告 
  予算の公表（財政課） 
  クリーニング師試験の実施（生活衛生課） 
  政府調達に係る苦情の受付及び処理の状況（出納局管理課） 
  指定管理者の募集（保健体育課） 
正   誤 
  平成27年6月19日付け県報第47号公告中（商業・地場産業振興課） 
 

告   示 

◎新潟県告示第1015号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変更した。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成27年７月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 道路の種類 県道 

２ 路 線 名 下折立浦佐停車場線 

３ 道路の区域 

区        間 新旧の別 敷 地 の 幅 員 延     長 

 

魚沼市折立又新田字休石 272 番１から 

 

同市折立又新田字休石272番１まで 

 

新 

 

13.2～35.5メートル 

 

41.0メートル 

 

旧 

 

13.2～15.1メートル 

 

41.0メートル 

 

◎新潟県告示第1016号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、県道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成27年７月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  県道   下折立浦佐停車場線 

２ 供用開始の区間 

  魚沼市折立又新田字休石272番１から同市折立又新田字休石272番１まで 
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３ 供用開始の期日  平成27年７月21日 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

平成27年７月10日新潟県議会において議決された平成27年度新潟県一般会計補正予算の要領は、次のとおりで

ある。 

平成27年７月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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クリーニング師試験の実施について（公告） 

クリーニング業法（昭和25年法律第207号）第７条第１項の規定により、平成27年度クリーニング師試験を次の

とおり実施する。 

平成27年７月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 試験の日時及び場所 

(1) 日時  

    平成27年10月21日（水）午前10時から 

(2) 場所 

    新潟市中央区新光町４番地１ 

    新潟県庁西回廊講堂 

２ 試験科目 

(1) 衛生法規に関する知識 

(2) 公衆衛生に関する知識 

(3) 洗たく物の処理に関する知識 

(4) 洗たく物の処理に関する技能  

 ア 繊維の鑑別 

 イ ワイシャツのアイロン仕上げ 

３ 受験資格 

次の各号の一に該当する者 

(1) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条に規定する者 

(2) 旧国民学校令（昭和16年勅令第148号）による国民学校の高等科を修了した者 

(3) 旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）による中等学校の２年の課程を終わった者 

(4) クリーニング業法施行規則の一部を改正する省令（昭和30年厚生省令第21号）附則第２項に該当する者 

４ 受験手続 

(1) 受験願書受付期間 

    平成27年８月24日（月）から９月７日（月）まで（土、日、祝日を除く、８時30分から17時15分までの間）

とし、郵送による場合は、９月７日（月）の消印のあるものまで受け付ける。 

(2) 受験願書の提出先 

    県内に住所を有する者 住所地を管轄する地域振興局健康福祉（環境）部 

    新潟市及び県外に住所を有する者 新潟県福祉保健部生活衛生課 

    郵送による受験申込みは、次号エについて受験資格を有する者であることを証する書類の原本を提出する 

場合のみとする。 

    また、書留又は簡易書留を使用すること。 

(3) 受験申込みに必要な書類 

  ア 受験願書 １通 

  イ 履歴書 １通 

  ウ 写真（出願前６ヶ月以内に撮影した正面上半身無帽のもので、裏面に氏名及び生年月日を記入したもの） 

１枚 

  エ 受験資格を有する者であることを証する書類 １通 

      受験資格を有する者であることを証する書類が写しであるときは、原本を提示すること。また、書類上 

の氏名と現在の氏名が異なる場合は戸籍抄（謄）本を添付すること。なお、外国人である場合には、住民 

票の写しその他の当該者に係る書類であることを証する書類を添付すること。 

(4) 受験手数料 

    7,500円の新潟県収入証紙を受験願書に貼り、消印しないこと。 

５ 合格発表 

  平成27年11月20日（金）午前９時 

  新潟県庁行政庁舎１階広報展示室前掲示板及び各地域振興局健康福祉（環境）部において行う。 

 同日中に県ホームページにおいても発表する。 

６ その他 
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  この試験について不明な点は、各地域振興局健康福祉（環境）部又は新潟県福祉保健部生活衛生課に問い合 

わせること。  

 

政府調達に係る苦情の受付及び処理の状況（公告） 

「政府調達に関する苦情の処理手続｣(平成11年新潟県告示第1221号）８の規定により、平成27年４月から６月

における苦情の受付及び処理の状況を次のとおり公表する。 

平成27年７月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

政府調達に係る苦情の受付及び処理の件数  なし 

 

指定管理者の募集について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項及び新潟県健康づくり・スポーツ医科学センター条例（平

成13年新潟県条例第96号。以下「条例」という｡)第14条の規定により、次のとおり指定管理者を募集する。 

平成27年７月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 募集する事項 

(1) 対象施設及び対象業務 

 ア 対象施設 新潟県健康づくり・スポーツ医科学センター 

 イ 対象業務 

   条例第15条各号に掲げる指定管理者が行う業務 

(2) 指定の期間 

  平成28年４月１日から平成33年３月31日まで 

２ 申請資格 

 申請者は、法人その他の団体（以下「法人等」という｡) 又は法人等が構成するグループとし、個人での申請 

は受け付けない。また、申請者（グループの構成員を含む｡) は以下の要件を全て満たす必要がある。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しないこと。 

(2) 新潟県から指名停止を受けていないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号)､民事再生法（平成11年法律第225号）等により、更生又は再生手続き

を行っていないこと。 

(4) 法人税、消費税、地方消費税及び県税の滞納がないこと。 

(5) 経営状況が健全であること。 

(6) 新潟県に本社、主たる事務所を置く又は置こうとするものであること。 

(7) 指定管理者になろうとする法人等及びその役員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号）第２条に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体でないこと。 

(8) 営利を目的とする者でないこと。ただし、グループの構成員となることは、診療所の非営利性の確保と公 

 平性が担保されることを条件に可能である。 

  単独で応募した法人等は、グループの構成員になることはできない。また、複数のグループの構成員に同 

 時になることはできない。 

３ 募集に関する必要な事項を示す場所 

(1) 申請書の提出場所、募集条件を示す場所、募集要項の配布場所及び問合せ先 

   郵便番号 950－8570 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県教育庁保健体育課スポーツ振興室スポーツ施設係 

  電話番号 025－280－5935（直通） 

(2) 募集要項の配布方法 

  前期３(1)の配布場所で配布する。 

  ※ 本件募集要項等は、新潟県ホームページからも入手が可能 

(3) 申請書類の提出期間 

  平成27年８月25日（火）から８月31日（月）午後５時まで 

４ その他 

(1) 失格 虚偽の申請を行った場合及び本件募集要項において示した条件に反した場合は、失格とする場合 
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  がある。 

(2) 指定管理者候補の選定 審査基準に基づく指定管理者審査委員会の審査を踏まえ、指定管理者候補を選定

する。 

(3) 指定管理者の指定 指定管理者は県議会の議決を経て指定する。 

(4) その他 詳細は募集要項等による。 

 

正   誤 

平成27年６月19日付け新潟県公告（大規模小売店舗の変更）中 

ページ 行 誤 正 

７ 12 芙蓉総合リース株式会社ほか１者 芙蓉総合リース株式会社ほか２者 
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